














A Chance of Cooperation with Welfare High Schools and 













　高等学校に福祉科が設置されて 20 年以上が経過した。2010 年度までに介護福祉士国家試験









　福祉系高等学校は 2007 年から 2025 年にかけて生産年齢人口が約 15％減少し、必要介護職
員数は約80%～117%増加（117万人から212～ 255万人へ）と算定されているにもかかわらず、
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　2010 年度において、全国で約 88,620 人の高校生が教科「福祉」を学んでいる。そのうち約














































　調査対象校数は 969 校だった。このうち回答があった校数は 354 校で、一覧表に反映できた
有効回答校数は 333 校（国立 1校、公立 256 校、私立 76 校）、347 学科・コース・系列となった。
有効回答率は 35.8％。調査は、2011 年 11 月から 2012 年 2 月にかけて行った。暫定的に抽出
した 969 校宛てに質問紙を郵送し回答を求めた。回答事項の不明部分は各校へ問い合わせて整


















　全日制は 316 校、定時制は 12 校、通信制は 3校、その他は 2校であった。定員は、40 人以
下が 143 学科・コース・系列で最も多く（41.2%）、次いで 200 人超が 45 学科・コース・系列となっ































　新社会福祉基礎 140 校（40.3%）、新介護福祉基礎 105 校（30.3%）、新コミュニケーション
技術 103 校（29.7%）、新生活支援技術 105 校（30.3%）、新介護過程 92 校（26.5%）、新介護総
合演習 97 校（28.0%）、新介護実習 98 校（28.2%）、新こころとからだの理解 105 校（30.3%）、
新福祉情報活用 47 校（13.5%）。
　現社会福祉基礎 183 校（52.7%）、現社会福祉制度 45 校（13.0%）、現社会福祉援助技術 94
校（27.1%）、現基礎介護 142 校（40.9%）、現社会福祉演習 60 校（17.3%）、現社会福祉実習















































































　 プログラム 導入校数 比　率
1 大学の開講科目の公開 18 4%
2 高校生向けの大学での講座 70 15%
3 高校生向けの出前授業 135 30%
4 大学入学後の補習教育 4 1%
5 高校教員向けの出前研修 14 3%
6 高大連絡協議会 29 6%
7 高校の保護者向け講演会 16 4%
8 大学のオープンキャンパス 116 25%
9 特別推薦入試 54 12%
（２）条件が整えば取り入れたい高大連携プログラム
　 項　目　名 希望校数 比　率
1 大学の開講科目の公開 17 5%
2 高校生向けの大学での講座 61 19%
3 高校生向けの出前授業 100 31%
4 大学入学後の補習教育 10 3%
5 高校教員向けの出前研修 52 16%
6 高大連絡協議会 21 6%
7 高校の保護者向け講演会 23 7%
8 大学のオープンキャンパス 8 2%




































































































































































































































































業教育の在り方について（答申）』2011 年 01 月 31 日。答申中には以下の記載がある。「後
期中等教育や高等教育の段階では、学校から社会・職業への移行準備の期間であることを
考慮して、特に、例えば、雇用、労働問題、社会保障について理解を深めさせ、関連する
知識を確実に習得させることが必要である。」（p.34）。反貧困学習の諸提案をこれに含めて、
高校教育全体に広めるべき内容である。
５　 藤田晃之の発言。藤田は、総合学科増設やキャリア教育隆盛の中で進行している早期進路
決定や多様な選択肢の生徒への提示に対して、その選択肢を有効活用できるための「社会
認識力・客観的知識」と「自己理解力」の必要性を強調している。「さまざまな選択肢が
立ち並ぶ中を自分で歩きとおせる力を付けなければ、若者は『選択肢の森』をさまよって
しまいます」と。（内閣府『子どもと若者』3、2008 年、pp.5-6）
６　 柔軟な専門性 (flexpeciality) については、以下の問題提起を参照のこと。本田由紀『教育
の職業的意義』ちくま新書、2009 年、pp.193-198。
７　文部科学省『生徒指導提要』2010 年、pp.100-199。
